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要       旨 

 

１ 作成の背景 

 環境・健康・持続可能性といった、世界規模で解決する必要のある大きな課題が科学と

社会に突き付けられている。急激に変化する環境の中でこれらの課題を理解し、その影響

を緩和するためには国際的な研究データの共有が重要性を増していることから、2004年に

は OECD (The Organization for Economic Co-operation and Development)により”OECD 

Principles and Guidelines for Access to Research Data from Public Funding”公開さ

れた。以降、地球観測データを中心とする GEO (Group on Earth Observationsの Data 

Sharing Working Group)、CODATA (研究データの管理、質、利便性の向上を目指す国際学

術会議のデータ委員会、Committee on DATA of the International Science Councilの略

称、以下、CODATA)などが検討を行ってきた。 

この中で、研究データ共有のためには研究データ管理の基盤となるデータポリシーと、

各国・各機関で定められたデータポリシーの国際的な協調が重要であることが認識され、

2014年、CODATAに International Data Policy Committeeが設置され、研究データ管理に

関するベストプラクティスの公開などの活動を行ってきた。我が国においても 2020年末ま

でに各国立研究法人はデータポリシーの策定を行うこととされ、内閣府が我が国としての

ガイドラインを公開している。 

国際的な協調のため、CODATAと CODATA CHINAにより北京において 2019年９月 17、18

の２日間に渡ってワークショップ、CODATA and CODATA China High-level International 

Meeting on Open Research Data Policy and Practiceが開催された。Chinese Academy of 

Sciences, Ministry of Science and Technology, National Natural Science Foundation 

of China, China Association for Science and Technologyの後援によって世界各国から

約 50名のドメインサイエンス、データリポジトリ、データポリシーに関わる専門家が招待

され、議論の結果”The Beijing Declaration on Research Data”（ 「研究データに関す

る北京宣言」。以下、北京宣言）のドラフトが作成され、その後オンラインでの確認を経

て 11月に公開された。情報学委員会国際サイエンスデータ分科会 CODATA小委員会（以下、

CODATA小委員会）では、我が国において第一線の研究者に国際的にこのような議論が行わ

れていることが十分に知られていないところから、北京宣言の和訳および関連する議論の

内容を公開することで広く国内での議論に付することとした。 

 

２ 現状 

グローバル化する課題に対処するためには国際的な研究データの共有が必要であり、このた

めのデータポリシーに関する国際的な合意が必要である。参考資料１に多くの参考文献が挙げ

られているように、これまで各国において多数のデータ共有・オープンデータのデータポリシー

に関するステートメントが出されているが、北京宣言はこれらを踏まえ、従来から述べられている

公的な資金による研究データの共有原則に加え、近年データの共有に必須とされる、AIなどで

も活用の可能な研究データ公開の在り方を示した FAIR (Findable, Accessible, 
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Interoperable, and Reusable)原則を満たすデータを実現するための指針を示すものとなって

いる。本宣言は基本的に公的資金による研究データを対象とするものであるが、公的資金の在り

方は各国によって異なるため詳細はそれぞれの国での議論に任されている。また、民間資金に

よる研究データについても出資者の合意により広く公開して活用することを目的とする場合には

ここで述べられている FAIR原則などの適用対象となる。 

  

３ 内容 

本記録は、CODATA小委員会による研究データに関する北京宣言の和訳と、この内容に関

する審議を記録したものである。 
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１ 背景 

オープンサイエンス、オープンデータ、データ中心型・データ駆動型研究、研究の検証

と再現性の確保、データパブリッシングの進展、グローバル化する環境・社会的課題解決

の必要性などの理由により、研究データの共有が重視されるようになり、これに伴って研

究データの管理・活用の基本的な考え方となるデータポリシーの策定・国際的な協調が必

要とされるようになってきた。現在、各国、各研究機関においてデータポリシー、データ

管理計画などの策定が求められるようになっている。国際的な研究データ共有のためには

データポリシーの国際的な調整の必要性が認識され、CODATAでは International Data 

Policy Committeeを設置して、OECD、RDA (Research Data Alliance) などとも協調して

議論を進めてきた。 

現在、国際的な学術データの共有については ISC (International Science Council) に

関わって 4DATAと総称される４つの組織、CODATA、WDS (World Data System)、RDA (Research 

Data Alliance)、 GO-FAIR (Global-Open-FAIR Initiative) が活動しており、これらの役

割の明確化と協調に関する議論が進んでいるが、データポリシーについては CODATAのタス

クであるということが合意されている。



 2 

 

２ 経緯と審議の内容 

 2019年９月、CODATAおよび CODATA-Chinaは北京において High Level Workshop on 

Implementing Open Research Data Policy and Practice を開催した。データポリシー、

データ管理、また、各分野に置いてデータベースに関わる活動を行っている専門家が招待

され、２日間に渡ってオープンデータのインフラストラクチャ、研究データ公開を行う研

究者に対するインセンティブなどの研究データ共有における共通の問題、地球科学、生命

科学など個別の研究領域における問題などが議論された。我が国からは国立遺伝学研究所

の中村保一教授及び主催側の CODATA Executive Committeeメンバーとして東洋大学の芦野

俊宏教授（日本学術会議特任連携会員）が出席した。 

 二日目最終のプレナリーセッションにおける参加者全員の議論によって北京宣言のドラ

フトが作成され、その後オンラインでのレビューを経て 11月に下記の文書が公開された。 

 

The Beijing Declaration on Research Data:  https://doi.org/10.5281/zenodo.3552330 

  

 本宣言は公的資金によって得られた研究データは公開を基本とするという原則のみなら

ず、国家安全保障や知的資産に関わる場合など必ずしも公開を必要としない場合も挙げて

知的資産などに配慮するとともに、公開することのメリットを強調している。公的資金に

ついては国による扱いの違いなどがあることから詳細は各国での議論に任されている。民

間資金の一部にも適用される場合がある、としているが、これは、民間資金によって得ら

れた研究データであっても広く活用するために合意に基づいて公開される場合があるから

であり、そのような場合には他の研究データと合わせて活用されることも想定されるから

である。また、単に公開するだけではなく、実際に研究データを活用するためのデータ公

開手順として、近年重視されている FAIR原則に準拠することの重要性を強調し、このため

の手順を述べている。FAIR原則ではグローバルに一意な IDを持つこと、メタデータによ

って十分記述されていることなど、公開されたデータが発見可能であり、再利用可能であ

るための要件を定めている。 

 CODATA小委員会の審議では、現状我が国においては、このような国際的な議論がなされ

ていることが第一線の研究者の間で十分に認識されていないが、このような流れは多くの

研究スタイル、研究データ管理等に影響を及ぼすものであり、広く周知されるべきである

との見解が示された。また現状、我が国においては広い意味での研究データを統括的に扱

う組織が存在していないが、このような研究データに関わる国際的な議論への対応、国内

での研究者コミュニティの形成、個別の研究領域におけるサイバーインフラストラクチャ

への要求に関わる議論など、多くの課題がある。EU、アメリカ、中国、オーストラリア、

カナダなどではオープンサイエンスについて国を挙げての取り組みがなされており、わが

国でも対応する組織が必要である。 
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以下が CODATA小委員会による北京宣言の和訳である。オリジナルの Annexである、関

連するこれまでの声明と発言のリストは参考資料 1にそのままの形で掲載した。 
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３ 研究データに関する北京宣言（和訳） 

 

前文 

科学と社会は環境・健康・持続可能性に関するグランド・チャレンジに直面している。

急速に変化する環境下でこれらの課題を理解し、対処するためには、グローバルな規模に

おいてデータ1が FAIR(Findable, Accessible, Interoperable, and Reusable)であり、か

つ可能な限りオープンになっている必要がある。分断され、閉ざされたシステムによって

科学的な発見が無用に妨害されてはならず、研究データの管理にあたっては、伝統的で独

占的な学術出版の考え方に囚われてはならない。すなわち、研究データと関連するインフ

ラ、ツール、サービス及び実践のために国際的に調整され・実装された新しいポリシーと

原則を採用する必要がある。今こそ研究データに関しての確固としたポリシーに基づいて

行動すべき時である。 

 

北京宣言は、特に公共の研究データについて、現状に鑑みてグローバルな共同作業を促

進するための基本的な原則を明確にするためのものである。これは世界的な政策的･技術的

領域に支持された多くの国内的、国際的な努力の上に作成され、承認されたものである2。

これらの主たる過去の業績については付録に記載する。 

 

世界的に起こっているトレンドが以下に示す原則を裏付け、明確なものとしている。 

 

- 気候変動に関するパリ協定、災害リスク低減のための仙台防災枠組、持続可能な開発目

標（SDGs)、生物多様性条約、植物に関する国際条約、世界人道サミットなど、近年の国連

における画期的な合意の調和を図り、大規模でグローバルな課題に対応するためには、国

際的かつ学際的な協力と広範囲のデータ再利用が必要とされている。これらの協定のため

の行動に関わる広範囲な計画には、関連するあらゆる種類のデータへのアクセスと再利用

が必要とされる。 

 

- 特に SDGに関わる課題を扱う場合、研究や問題解決は複雑さを増すとともにますます「ビ

ッグデータ」の活用を必要とするものとなっており、複数の分野にまたがった多様なデー

タ資源の連携と再利用を必要とするようになっている。このことはデータの相互運用性、

プライバシーを完全に尊重する責任体制について多くの課題を提起する。 

 

                                         
1 この文書では、データという用語を非常に広い範囲を示すものとして扱う。これには、狭義のデータとデータに関わる

エコシステムを構成するデジタルなもの、メタデータ、ソフトウェアやアルゴリズム、および物理的な試料やアナログな

人工物(およびこれらのものに関わるデジタルな表現やメタデータ）を含む。 
2 ヨーロッパは、ヨーロッパ・オープンサイエンス・クラウドという野心的な計画と共に早くから動きを見せ、他の多く

の国における議論と宣言を促した。主要なポリシーの原則に関わる宣言を付録に記載する。 
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- データの生成と解析に用いられる技術の急速な進展により、データの量、調和、管理、

共有、再利用について大きな課題に直面している。同時に、(機械学習を含めた)新しい技

術によって、分散してはいるが相互運用の可能な、国際的な情報資源にある再利用可能な

データにアクセスすることが必要となる新たなチャンスが生まれる。 

 

- 規範と倫理が変化することで透明性が向上し、これによって質の高い研究が奨励され、

データの再利用が促進され、検証可能で再現可能な研究結果が生まれることが信頼性の向

上に繋がる。研究データをオープンにしてゆくことは効率を高め、投資に対する公共の利

益を高め、外部とのポジティブな相互作用が生まれる。 

 

- 経済的な発展の進んでいない国を含め、オープンサイエンスに関わるイニシアティブが

世界各地で生まれつつある。結果としてこれらの国々においては、科学的な成果を出すこ

とに貢献するための技術開発が進み、ここから利益を得る機会が得られる。しかしながら、

科学的な活動における格差を拡大する危険もあるため、注意深く行動しなくてはならない。 

 

2019年９月、CODATAとそのデータポリシー委員会は北京において会合を開き、現在の

データポリシーに関する問題点について議論し、新しいオープンサイエンスのパラダイム

に適合した一連のデータポリシーを作成した。以下に示す宣言はこの会合の結果であり、

公開レビューの下にある。 

 

研究データに関する北京宣言 

 

北京宣言は、研究データを可能な限りオープンなものとし、必要な場合にのみクローズ

とするための国際的な努力を支持するものである。また、データおよびメタデータを見つ

けられる、アクセスできる、相互運用できる、再利用できる（FAIR: Findable, Accessible, 

Interoperable and Reusable）3ものとすることを目指すものである。主として公的な資金

によって得られた研究データについて適用されるものではあるが、民間資金によるデータ

を広く利用可能とする場合にもこの原則が適用されることがある。加えて、当初は研究の

ためではなかったデータがその後の段階で研究のためにも用いられることがある。北京宣

言は、付録に列記したこれまでの宣言及び声明によって推進されてきた既存の研究データ

ポリシーおよび運営方法を支持するものである。2019年９月のポリシーに関する会合参加

者は、以下に示す 10の原則を作成した。 

 

1. 研究において、データの活用がますます重要になっている。これは人間による処理だ

けで可能な範囲を超えている。従って、研究者はすぐに利用可能で、機械による活用の可

能な、多様で信頼でき、再利用可能なデータ資源にアクセス出来なくてはならない。生成、

                                         
3 Wilkinson他, 2015, DOI:10.1038/sdata.2016.18 



 6 

普及、保存、中でもデータと情報の世界的な再利用を可能とするデータ管理に関する能力

開発と包括的なポリシーは、必要なインフラストラクチャと専門知識に対する継続的な支

援を含めて不可欠なものである。 

 

2. 研究データはグローバルな公共財としての性質を持っている。純粋な公共財は利用に

よって枯渇することはなく（非競合的とも呼ばれる）、利用を妨げられることもない。研

究データは使い尽くされることはないが、利用を制限されることはある。しかしながら他

者による再利用を制限することは非常に非効率的であり、特にそのデータが公的な資金に

よって生成されたものである場合には議論の必要がある。研究データは利用によってその

価値が増す。 

 

3. 国際的なデータコモンズを構築するために、公的資金を得た研究データはオンライン

で見つけられるようになっていなくてはならない。人間であれ機械であれ、潜在的な利用

者が容易に所在を確認することの出来ないデータはその価値が限られるところから、"見つ

けられる"データには包括的なメタデータの記述と永続的識別子のタグが必要である。原則

の 3-7を合わせ用いることで、人間にとっても機械にとっても“FAIR”なデータ(見つけ

られる、アクセスできる、相互運用できる、再利用できるデータ）となる。 

 

4. 公的資金による研究データは本来公益に属するものであり、国際的な再利用のために

可能な限り最大限の範囲からアクセス可能となっているべきである。これらのデータはそ

のための資金を提供した公共のために生成され収集されたものであり、それ故に可能な限

りオープンであり、必要な場合だけクローズであるべきである。この点は、データが国連

の画期的合意に含まれる課題に関連している場合により重要である。 

 

5. 公的資金による研究データは、科学的研究における広範囲な再利用を容易にするために、

相互運用が、出来ればそれ以上の操作や変換を行う必要なしに、可能であることが望まし

い4。ソフトウェア、機器、データフォーマットについては十分にドキュメントが書かれ、

再利用を制限するいかなる独占的な技術などにも縛られないようにしなくてはならない。

また、相互運用性と再利用性とを最大化するため、データには豊富なメタデータが付与さ

れ、コミュニティに認識されている用語を用いていなくてはならない。 

 

6. 研究データを可能な限りオープンにしなくてはならないという強い理由はあるが、デ

ータへのアクセスと再利用を制限する正当な理由も存在する。このような理由には国家安

全保証、法的な規制、プライバシー、機密性、知的資産、地域固有の管理などがある。制

限する場合には明確な理由があるべきであり、研究データはそれ以外の場合にはグローバ

                                         
4 データの相互運用性には、技術的、意味的、および法的な要素があり、完全な再利用可能性のためには、これら全てに

対処する必要がある。 
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ルに基本オープンでなくてはならない。データをクローズにする必要がある場合であって

も、信頼でき、バランスのとれたアクセス制御を提供するよう努力しなくてはならない。 

 

7. 研究データが、著作権、またはその他の知的資産(IP)保護から除外されるようにする

国内法の整備は、公共データの再利用を可能とし、支援する方策の一つである。また、最

低限の制限と自主的な共用ライセンス5を研究者が選ぶことも一つの手段である。 

 

8. 学術・応用研究への資金提供者は、データの長期的な利用とアクセス可能性の提供およ

び再利用の条件について、明確なガイドラインを含む適切なデータ管理計画の提出を求め

なくてはならない。オープンデータのポリシーは、適切なインセンティブと同様に、これ

に見合った不履行に対するペナルティも伴っていなくてはならない。 

 

9. 経済的にあまり進んでいない地域と、先進的な研究基盤を持つ経済圏との間の“科学

的生産性の格差”に関わる取り組みにおいては、公的資金による研究データと関連する情

報へのアクセスも可能としなくてはならない。先進的な技術的研究基盤のより広範囲な展

開と、基盤へのアクセスが格差を縮小するために必要だが、充分ではない。 

 

10. 研究データポリシーはこの宣言の原則を推進すると共に、国際的に調和したものでな

くてはならない。これらは明確なポリシーの文言とガイドライン、具体的な資金、グロー

バルな FAIRデータコモンズを構築するという全体の目的に対して、このポリシーが役立っ

ていることを確認するという言明によって構成されなくてはならない。 

 

                                         
5
共用ライセンス(クリエイティブ・コモンズの CC-BYライセンスや CC0パブリック・ドメイン権利放棄のような)はある程

度の所有権を残しつつデータへのアクセスと再利用性を提供する。データの提供者に対して適切なクレジットを与えるこ

とは、データの共有を促進する上で不可欠である。 
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